
 

 

 

定員管理計画の令和 2年度（令和 3年 4月 1日時点）実績について 

 

１ 計画の目標値 

令和 4 年度当初における職員数を令和元年度当初の職員数と同水準とする。ただし，人

員配置に対する財源措置がある場合等，人件費負担を伴わない増員数を除く。 

（単位：人） 

 項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
R1～R4 

（累計） 

目標 
職員数 14,465 14,474 14,447 14,465 - 

増減数 - ＋9 ▲27 ＋18 ±0 

 

 

２ 令和 3年 4月 1日時点の実績 

（単位：人） 

 項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
R1～R4 

（累計） 

実績 
職員数 14,465 14,452 14,488 - - 

増減数 - ▲13 ＋36 - ＋23 

    (▲52）
※
  

 

 

 

 

 

 

 

※ 計画策定時には想定していなかった，緊急かつ大規模に対応した新型コロナウイルス感

染症対応分（R3向け：＋88）を除いた場合には，令和 3年度の増減数は▲52である。 

 

 

（参考）全職員数                            （単位：人） 

 項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
R1～R4 

（累計） 

実績 
職員数 14,465 14,569 14,651 - - 

増減数 - ＋104 ＋82 - ＋186 

         

 

増減数+82 － 人件費負担を伴わない増員 46 ＝ 36 

（人件費負担を伴わない増員 46 の内訳） 

・学校教員（義務教育標準法等の定数内）+37，産育休過配+10，学校事務（義務教育

標準法等の定数内）+4，医師等（診療報酬）+4，被災地派遣▲9 

資料 3-3 

令和 3年度向け増減数＋82の主な内訳 

【主な増員】 

・新型コロナウイルス感染症対応＋88，学校教員（義務教育標準法等の定数内）の増 

＋37，児童相談所体制強化＋8，マイナンバーカード交付対応＋7 等 

【主な減員】 

・公立保育所の民営化▲40，震災対応業務減▲19 等 


